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平素は、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

新型コロナウィルス感染症の影響で、トイレやシステムキッチン等の特定の設備（以下、「対象設

備」とする）が納入されず、工事が滞るケースが増えております。すでに国土交通省は、工事遅延の

改善策として、『完了検査の円滑な実施について』を通知して（別紙１）、行政及び指定確認検査機関

が対象設備未設置でも完了検査を実施できることになっており、また、住宅金融支援機構は、同通

知を受けて、対象設備未設置でも融資を可能とする手続きの方法を通知しております（別紙２）。 

そこで、通常、工事の完了と工事代金全額の支払いをもって「事業完了」としているところを、要

件の一部を緩和することで、以下の対応で完了実績報告を提出いただければ、審査や補助金の支払

いを可能といたします。グループ内で周知いただきますとともに、提出の迅速化にご協力をお願い

いたします。 

 

１．基本的な事業完了の判断 

 補助事業においては、事業完了後の完了実績報告が大前提ですが、「対象設備」のみが未設置で他

の工事が完了している場合は、必要な各種法手続き（確認申請の場合は、対象設備未設置の内容で

軽微な変更又は計画変更を行い検査済証を取得、長期優良住宅等の認定を取得している住宅・建築

物は、当該認定に関する変更の手続き）を行い、原則として工事代金全額の支払いがなされていれ

ば事業完了とします。速やかに必要書類を整え完了実績報告を提出してください。 

当然ながら、ご案内の主旨に建築主様が同意し、支払いに協力いただく必要がありますので、事

業者様から建築主様へ十分な説明がなされるべき点にもご留意ください。 

 

２．三世代加算がある場合の緩和（様式 15、様式 15-2 への対応） 

三世代同居加算で交付決定を受けた住宅が、要件で求めている設備（トイレ、システムキッチン

等）の納品が滞っている場合、「１．基本的な事業完了の判断」に加え、以下の条件を満たせば、対

象設備が未設置でも、三世代加算の要件を満たしているものと判断いたします。 

① 様式 15：建築士が対象設備以外の工事が完了していることを確認し、「新型コロナウィルス

感染症が原因で、○○のみ未設置」と手書きで追記して提出すること。 

② 様式 15-2：対象設備を含む写真については、対象設備に接続する配管がわかる写真を添付

し提出すること。 

 

令和元年度の完了実績報告書提出期限（９月末）まで、まだ時間的余裕がありますが、個々の物件

の工事完了予定が遅れることで、元年度事業終盤に提出が集中すると、補助金の支払が大きく滞っ

たり、場合によっては期限内に提出した物件の補助金が支払われない事態も起こりえます。上記の

措置でも、大幅な遅延が見込まれる場合には各実施支援室にご相談いただくとともに、完了実績報

告の早期提出にご理解、ご協力をお願い申し上げます。 
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